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産総研における活動評価結果の反映(１) 

―研究所の運営における PDCA サイクルの運用― 
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小野瀬克信、新井良一、中村治、中島尚正、小林直人（産総研） 

 

 

１．はじめに 

研究所の円滑な運営を行うには、企画(Plan)に基

づいた実施(Do)が求められる。さらに実施の結果の

評価(Check)は、次段の行為(Action)に有効に活用さ

れなければならない。運営実施者としての各部・部門

（以下、部門等）は年度当初に設定した目標に加え、

前年度の評価の際に得られたコメントを参考に担当

業務を推進する｡一方、産総研全体としての業務改

善は、部門等単独で独立的な業務改善では解決で

きない面を含んでいる。すなわち、部門等間の連携

によって良好な研究環境を提供することについて、そ

の改善行為の体制構築および実行が求められる

[1-4]。 

本稿では、平成 17 年度に行われた研究関連・管

理部門等活動評価(Check)によって抽出された、部

門等間連携が不可欠な課題について、研究所全体

で着実に改善し（Action）、より良好な環境創出に向

けた PDCA サイクルの構築プロセスの具現化につい

て報告する[5]。 

 

２．平成 17 年度活動評価の概要 

産総研では、研究を実施する部署（以下、研究ユ

ニット）だけでなく、研究所運営管理に関わる部門等

（国民への最新の研究成果情報の広報、産業界に

的確に成果を移転する仕組み等に関わる業務を行う

部門等（１１部門等；以下｢研究関連・管理部門等｣と

いう。）についても評価（研究関連・管理部門等活動

評価）を行っている。研究関連・管理部門等活動評

価（以下、｢活動評価｣という。）は、目標管理型方式

により、目標に対する活動結果・実績等を評価し、業

務の改善に資することを目的としている。平成１７年

度の活動評価は、「産総研第２期中期計画」および

「平成 17 年度計画」を上位目標に据えて各部門等で

業務計画を設定し、それに基づく一年間の活動結果

について、年度末に評価を行った。具体的には、研

究関連系と管理系の各分科会において、それぞれ

年度当初の業務計画設定時と年度末の活動結果報

告時の２回、委員からコメントを受けた。評価の視点

は①サービスの向上、②業務の効率化、③業務の活

性化（モチベーションの向上等）を図ることである。 

各分科会では、各部門等の活動の特質をとらえた

有益なコメントが多く得られた。その上で、「個々の部

門等の業務に関して活動の実績がよく見えるが、産

総研全体の方針の下での各部門等の運営のつなが

り、すなわち部門等をまたがる業務に関しては系統

的な業務の進め方の明確化が求められる」というコメ

ントが共通的に指摘された。このことは、業務上関係

する部門等の個別の意識・行動に加え、運営・制度

の改善策として連携と連携をリードする調整責任者

の明確化が必要であることを示唆している。 

 

３．評価結果フィードバックの課題点 

活動評価は、部門等ごとの業務計画について行わ

れ、その結果は、理事長に報告されると同時に、担

当部門等の長が受け取り、次年度の活動に資する

[6]。そのため複数部門等にまたがる課題であっても、
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内実、部門等の長の所掌内でできる程度の行動に移

されてしまう可能性が高く、指摘事項が産総研全体と

してどのように改善されているのかも不透明であると

いう課題点があった。また、各部門等職員が部門等

長のリードの下、自立及び自律の意識を持って職務

にあたる組織設計のため、現実的にはトリガーがない

と部門等間の横のつながりができにくいという課題が

新たに表面化しつつある。各部門等内の部分最適化

ではなく抜本的な改善計画のためには、複数の関係

部門等間および調整担当部署（企画本部・業務推進

本部）で問題意識を共有し、部門等間連携を調整す

る必要がある。 

一方、本評価結果は、担当部門等の長が受け取り、

次年度の活動に資すると同時に、産総研の運営改

善のため、理事長が評価部長から直接および幹部会

等を通して口頭および報告書の形で受け取っている。

理事長が基本的に直接受けるため、調整担当部署

である企画本部、業務推進本部には必ずしも十分な

情報が伝わっていない点が懸念される。更なる懸念

は、指摘された課題に関し、企画本部、業務推進本

部、関係部門長等が自発的に取り組むということが暗

黙のうちに了解されていることである。しかしながら、

このような責任の所在が明確でない状況下では、指

摘事項に対する取り組み状況を事実上把握できない

状態が続いていた。 

指摘事項について、改善計画は実質的にもっとも

それに関与すると思われる部門等長に任された場合、

場合によっては、部門等長の所掌内でできる程度の

行動に移されてしまう可能性が高い。その結果、事の

本質の深部に届かないまま、関係部門等間での改善

プロセスに対する考え方の相違、部門等間調整の難

しさに直面することになる。したがって、部門等間にま

たがるような業務については、誰かが強く指示指名し

ない限り誰もやらないという状況に陥りがちである。そ

の結果、部分チェックによる部分最適化に陥ってい

た可能性が高い。 

 

４．改善実行計画の策定  

このような状況下において、産総研全体でＰＤＣＡ

サイクルを着実に回すために、全体を俯瞰できる立

場にある理事が担当責任者となって、課題ごとに「実

行計画」を策定し、業務の改善を行うことを提案した

[7,8]。 

改善課題として、平成17年度活動評価の結果、以

下の７課題を抽出した。 

①ワンストップサービス 

②ファシリティマネジメント 

③産総研ブランド形成 

④成果の利用と管理 

⑤産学官連携活動のあり方 

⑥技術情報の収集・分析と発信 

⑦非公務員型移行を活かした人材交流の促進 

 

次いで、改善の進め方については、図１に示すよう

な手順とした。 

（１）評価結果の説明と実行計画策定依頼（評価部長

（理事）、評価部）（図２） 

業 務 改 善 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サ イ ク ル に お け る 改 善

（Action）の総責任者を理事長の指示の下、課題

解決「担当理事」と位置付け、評価部長から、各担

当理事に評価結果内容を説明し、各課題の「実行

計画」の策定を依頼する。並行して、実務ベース

の打ち合わせのため、評価部の事務局担当から

具体的課題点の説明を主担当部門の実務者に行

い、理事同士の受け渡しを補完するものとした。あ

らためて、担当理事から、当該部門実務者に指示

がなされる内容との調整を図る。これは、情報伝達

に２経路を設けることにより、より正確に課題点の

ポイントが伝わるための工夫である｡ 

（２）「実行計画」の作成（担当理事、担当部門実務

者） 

各担当理事は、産総研全体の運営の観点から、
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それぞれの課題を解決するため、手元の状況情

報から、実現可能な体制構築と実行責任者の指

定、さらにはそれに割くべき予算及び人員につい

て判断する必要が生ずる。次いで、主担当実務者

と綿密な調整の下、計画期間、手段、目標、指標

等からなる「実行計画」を策定する。 

（３）モニタリングと評価（評価部） 

当該活動評価においては、評価結果に基づく

改善活動を実効的に行うことを考慮に入れ、隔年

度に評価を行うこととしている。平成１８年度は、評

価対象年度ではないので、指摘の活動について

モニタリング（インタビュー等）を行い、平成１９年

度に行われる活動評価に資する。上記担当理事・

主担当実務者の定まった７課題については、平成

１９年度の活動評価委員会（分科会）の場におい

て、提案した「実行計画」の進行状況と活動結果

を報告する｡ 

 

「実行計画」の内容は以下の５項目とし、担当理事

の指示の下、明文化し、理事等の懇談の場である幹

部懇談会においてそれを報告し、計画に基づき実行

に移す。 

①計画実行の責任者 

②計画期間 

③手段（具体的計画実行内容） 

④期間の最終時点の目標 

⑤目標達成度を示す測定可能な指標 

 

（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．改善計画の実施例 

改善課題として挙げられた上記７課題のうち、①ワ

ンストップサービスの改善計画について例示する。 

 

従来、産総研内外の報告・連絡・相談の窓口が多

岐にわたっており、業務の効率低下を招いていた。

たとえば、研究関連・管理部門等から研究ユニットに

発注する場合、当該部門等は約 50 の研究ユニットに

個別に連絡しなければならなかった。また、当該部門

等のほかに複数の部門等から、類似の発注が重複し

て行われる場合もあった。逆に、研究ユニットから研

究関連・管理部門等に要望がある場合にも、各研究

ユニットから個別の部門等に訴えるのみで、複数の

研究ユニットの意見をとりまとめる体制も必ずしも十分

に整えられていなかった。 

そこで、研究ユニットと研究関連・管理部門等の間

の窓口を一本化し、双方のとりまとめ・調整を図るた

め、担当理事の下、「実行計画」が策定された。 

まず、研究者の煩雑な事務的業務を簡素化して負

担を軽減するとともに、研究支援業務のスピードアッ

プを図ること、研究ユニットにおける日常的な意見や

要望が対応する研究関連・管理部門等に的確に伝

わり、業務改善に活かせるしくみをつくることを目標に、

新たに研究業務推進部門を設置し、必要な体制・機

能を整備した。 

当部門のもと、研究ユニットと研究関連・管理部門
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等との総合窓口として、各事業所に研究業務推進室

を設置した。また、各研究業務推進室に、複数の研

究ユニットを担当し、研究ユニットの事務スタッフ（ユ

ニットスタッフ）等の相談役・指導役となる総括事務マ

ネージャーを置いた。その他、ユニットスタッフの業務

セミナーを開催したり、研究支援業務のマニュアル化

を進めたりする等、ワンストップサービスを円滑に実

行するための数々の取り組みを行っている。 

当課題の「実行計画」の期間は平成 18 年度から 21

年度であり、今後もワンストップサービスの充実を図る

ため、種々の取り組みを継続していく予定である。最

終年度には目標達成度の指標として、業務セミナー

や研修の実施数、サービスに対する満足度等を調査

する。 

平成 18 年度はその活動について評価部が数研究

ユニットを訪問し、インタビューによるモニタリングを行

った。さらに、平成 19 年度活動評価において、研究

業務推進部門の業務内容として評価を行う｡ 

 

６．まとめ 

部門等間にまたがる７課題に対して、課題別に担

当理事をおくことにより責任の所在を明らかにし、部

門等間の調整も調整部署のリーダーシップのもと円

滑に行われるような体制を構築した。これを契機に、

部門等間にまたがる産総研全体としての懸念事項も

解決の方向に向かうことが期待される｡上記７課題の

解決に要する年月はいずれも複数年が見込まれて

おり、当該評価結果から指摘された課題による業務

改善に向けて、今後のフォローアップ評価が欠かせ

ないものとなっている。 

産総研は職員一人ひとりの単純和でなく、相乗効

果のある有機的集合体として機能している。研究関

連・管理部門等活動についても、各部門等の活動の

単純和ではなく、部門等間の連携業務を含んだ産総

研全体の活動の総和に着目することが重要である。

評価部は、各部門等内の活動だけでなく部門等間の

有機的な連携も適正に評価（Check）し、次の Action

につなげていくことでその相乗効果を向上させるよう

な、PDCA サイクルの進化・定着を図っている。 
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